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予定

1日(金) 日本 3月調査日銀短観（全国企業短期経済観測調査）

1日(金) 米国 雇用統計、ISM（サプライマネジメント協会）製造業景況感指数（3月）

12日(火) 米国 消費者物価指数（3月）

14日(木) ユーロ圏 金融政策発表

18日(月) 中国 1-3月期GDP、鉱工業生産指数、小売売上高、固定資産投資（3月）

28日(木) 日本 金融政策発表、経済・物価情勢の展望（展望レポート）公表

28日(木) 米国 1-3月期GDP（速報値）

29日(金) ユーロ圏 1-3月期GDP（速報値）

29日(金) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（3月）

4月中 世界 IMF（国際通貨基金）世界経済見通し発表

国・地域

ウクライナ情勢を受けた、主要中銀の金融政策に注目
足元では、緊迫化が続くウクライナ情勢に世界の金融市場が翻弄される事態が続いています。とりわけ、
西側諸国による対ロシア制裁に伴い、エネルギー価格が著しく上昇しており、高進するインフレをさらに
加速させる要因となっています。ただ一方で、ウクライナ情勢が経済に不透明感をもたらし、景気を悪化
させるとの見方もあり、主要中央銀行が「金融引き締めを”急ぐ“か」に注目が集まります。今年に入り、
タカ派に傾倒しつつあるECB（欧州中央銀行）の金融政策は14日に発表予定となっています。

タカ派色が一層強まる米国は、景気やインフレ指標に着目
上記の状況下、米国ではFRB（米連邦準備制度理事会）のタカ派色がより一層強まっています。3
月のFOMC（米連邦公開市場委員会）では、政策金利の引き上げが決定されたほか、2022年末
の政策金利の中央値見通しも、前回12月会合時点の0.9%から1.9%に引き上げられ、利上げペー
スが加速しています。現時点でFRBは、「米国経済は極めて力強く、金融引き締めに対応可能」との
見解を示していますが、ウクライナ情勢を含め、いかに景気を停滞させずにインフレを抑制できるかが今
後のポイントとなり、投資家は順次発表される経済統計などで、その経過を確認することになりそうです。

日本は一貫して金融緩和を継続する見込み
欧米諸国に対し、インフレの上昇率が緩やかな日本では、今後も日銀の金融緩和政策が継続される見
通しです。また直近では、新型コロナウイルスの感染第6波も収束しつつあり、まん延防止等重点措置が
全国で解除されたことを踏まえると、4月以降は個人消費や企業業績の回復などに期待が高まります。
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4月の主な政治・経済イベント
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